
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 福島県 昭和村 

経常収支比率の分析 

人 口 
面 積 
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千円 
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当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 
 最大値及び最小値 

経常収支比率（合計） 

H21類似団体内順位 
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H21類似団体内順位 

37/123 

全国市町村平均 
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物件費 

H21類似団体内順位 
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扶助費 
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H21類似団体内順位 
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補助費等 

H21類似団体内順位 
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公債費以外 

H21類似団体内順位 
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経常収支比率（合計） 
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補助費等 
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類似団体平均 

昭和村 

※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。） 
 
 ２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。 

 ３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。 
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分析欄 

【人件費】 
 平成15年度から継続的に職員等の給与カットを実施しているが、職員の年齢構成が高いため、人口1人当たり決算額が類似団体平均を
上回っている。平成22年度以降の新たな定員管理計画及び行政評価システムを活用し適正な職員数及び職員構成に努め、事業のスリム
化・効率化を図る。 
 
【公債費】 
 公営企業債の償還の財源に充てた繰入金は、人口１人当たりの決算額が類似団体平均を上回っているが、これは下水道施設整備の際
に発行した公営企業債の元利償還によるものである。公営企業債償還のピークは過ぎているが、今後の起債管理については集中改革プラ
ン及び行政評価システムの活用により特別会計での歳出の削減及び歳入の確保を積極的に図る。 
 
【普通建設事業費】 
 平成21年度の普通建設事業費は、前年度に比較して大きく増加したが、これは地域活性化対策交付金を活用した単独事業の実施による
ものであるが、過去5年平均では類似団体平均を下回っており歳出削減への取り組みには結果を出している。しかしながら、今後の村振興
計画では観光交流施設整備事業や高齢者福祉施設整備事業など大規模な事業が計画されているため、普通建設単独事業にあっては抑
制に努める。 


